
学級編制の仕組みと運用について(義務)

＜小・中学校＞

小学校 中学校
同学年の児童で編制する学級 ３５人(１年生） ４０人

４０人(２～６年生）

複式学級（２個学年） １６人 ８人
（１年生を含む場合８人）

特別支援学級 ８人 ８人

＜特別支援学校（小・中学部）＞
６人 （重複障害 ３人）

○学級編制の標準

原則として、学級は同学年の児童生徒で編制するもの。ただし、児童生徒数が著しく少ないか、

その他特別の事情がある場合においては、数学年の児童生徒を１学級に編制することができる。
学級編制の標準は、１学級あたりの人数の上限を示したもの。

したがって、各学年ごとの児童生徒数を標準の人数で除して得た数（１未満の端数切り上げ）が
当該学年の学級数になる。

（例）３５人の学年 → １学級 〔３５人〕

６５人の学年 → ２学級 〔３２人、３３人〕
１２２人の学年 → ４学級 〔３０人、３０人、３１人、３１人〕

○学級編制の考え方

《参考》
○小学校設置基準（文部科学省令）
（一学級の児童数）

第四条 一学級の児童数は、法令に特別の定

めがある場合を除き、四十人以下とする。ただ
し、特別の事情があり、かつ、教育上支障がな
い場合は、この限りでない。

（学級の編制）
第五条 小学校の学級は、同学年の児童で編

制するものとする。ただし、特別の事情がある
ときは、数学年の児童を一学級に編制すること
ができる。

学級編制は、通常、年度始めの都道府県が定める基準日における児童生徒数に基づいて行わ
れるが、個別の学校ごとの実情に応じて、児童生徒に対する教育的配慮の観点から、市町村別の
教職員定数等の範囲内で学級編制の弾力的な運用が可能。

（例）
①中学校２年時に生徒数が８１人で３学級としていたところ、進級時に１人が転出してしまうため２学級となるところを、
教育的配慮から３学級を維持する場合

②小学校５年時に児童数が８０人で２学級としていたところ、進級時に１人が転入してきたことにより３学級となるところ
を、卒業を控えていることへの教育的配慮から２学級のまま据え置き、教員１人を少人数指導等に活用する場合

③小学校第１学年の児童数が３６人～４０人の学校において、その学校の児童の状態に応じた教育的配慮から学級
を分割しないで、ティーム・ティーチングなど他の指導体制の充実により対応する場合

○個別の学校の実情に応じた学級編制の弾力的運用

１．児童生徒の実態等を考慮して、全県一律に国の標準（４０人、小１は３５人）を下回る一般的な
学級編制基準を設定することが可能。

２．加配定数の活用が可能。

○学級編制の弾力化

この結果、平成２３年度においては、４７都道府県において、小学校の低学年を中心に
国の基準を下回る少人数学級が実施されている。
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教職員定数の算定について（義務）

義務標準法に基づく標準定数は、都道府県ごとに置くべき義務教育諸学校の教職員の総数を算定する
もの（義務標準法第６条等）。都道府県は、これを標準として、校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭
及び教諭等、養護教諭、栄養教諭等、事務職員、特別支援学校の教職員の定数を条例で定める。
※なお、この算定式は個別の学校の配置の在り方まで規定するものではない。

小・中学校

○校長 学校に1人

○教諭等（副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭を含む）
①学級数に応じて、必要となる学級担任、教科担任の教員数を考慮して、学校規模ごとに学級数に乗
ずる率を設定。

(乗ずる率の例)

… …

②教頭(副校長)の複数配置
小学校 27学級以上の学校に＋1人
中学校 24学級以上の学校に＋1人

③生徒指導担当
小学校 30学級以上の学校数に1/2人
中学校 18～29学級の学校数に1人

30学級以上の学校数に3/2人

④分校の管理責任者 分校に1人

⑤寄宿舎舎監
寄宿児童生徒数 40人以下の学校に1人

〃 41～80人の学校に2人
〃 81～120人の学校に3人
〃 121人以上の学校に4人

小学校 中学校

６学級の学校の学級総数 × 1.292 ３学級の学校の学級総数 × 2.667
(学年1学級の学校) (学年1学級の学校)

12学級の学校の学級総数 × 1.210 ６学級の学校の学級総数 × 1.750
(学年2学級の学校) (学年2学級の学校)

…
…

…
…

○養護教諭 ○事務職員
①原則学校に1人（3学級以上の学校） ①原則学校に1人（4学級以上の学校）
②複数配置 ※3学級の学校には3/4人
小学校 児童数851人以上の学校に＋1人 ②複数配置
中学校 生徒数801人以上の学校に＋1人 小学校 27学級以上の学校に＋1人

中学校 21学級以上の学校に＋1人
○栄養教諭・学校栄養職員

①給食単独実施校 児童生徒数550人以上の学校に1人
〃 549人以下の学校に1/4人

②共同調理場 児童生徒数に応じて1～3人

特別支援学校

○校長 学校に1人 ○養護教諭
①学校に1人

○教諭等（副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭を含む） ②複数配置
①学級数に応じた定数 児童生徒数61人以上の学校に＋1人

小・中学校に準拠
②教頭(副校長)の複数配置・生徒指導担当 ○寄宿舎指導員
小・中学部計27学級以上の学校に＋2人 寄宿児童生徒数× 1/5人
中学部18学級以上の学校に＋1人 （肢体不自由は1/3人）

③教育相談担当教員
児童生徒数に応じて1～3人 ○栄養教諭・学校栄養職員

④自立活動担当教員 給食実施校に1人
障害種別に学級数に応じて加算

⑤分校の管理責任者 分校に1人 ○事務職員
⑥寄宿舎舎監 小学部を置く学校に1人
寄宿舎児童生徒数 80人以下の学校に2人 中学部を置く学校に1人

〃 81～200人の学校に3人
〃 201人以上の学校に4人 25



学級編制の弾力化にかかる制度改正経緯

【平成13年度～ （標準法改正）】

都道府県の判断により、児童生徒の実態等を考慮して、

国の標準（40人）を下回る特例的な学級編制基準を設定す

ることを可能とする。

【平成15年度～ （運用の弾力化）】

都道府県の判断により、児童生徒の実態等を考慮して、

特例的な場合に限らず、全県一律に国の標準（40人）を下

回る一般的な学級編制基準を設定することを可能とする。

【平成16年度～ （運用の弾力化）】

都道府県の判断により少人数学級を実施する場合につい

て、関係する学校を研究指定校とすることにより、教育指

導の改善に関する特別な研究が行われているものとして、

加配定数を活用することを可能とする。
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平成２３年度において学級編制の弾力化を

 

実施する都道府県の状況について

24

23

9 21

10

10

10 22

9 42

0 2 9 1

0 2 9 1

12 3 24 2

２学年

 中学校１学年

小学校１学年

３学年

５学年

２学年

４学年

６学年

純計
実態に応
じて実施30人 36～39人31～34人 35人

        編制人員

 学年区分

13 3 0 0

2 2 14 2

1 1 11 2

8 21

9 28

9 43

1 1

5 3

1 1

27 2

8 3

9 3

３学年

12 4714 5 34 4純計

9 21

※

 

全県的な措置ではなく、地域や学校の実態に応じ個別の措置を講じている県については、「実態
に応じて実施」欄に計上。

※

 

同一学年でも学級数等により編制人員の取扱いが異なる場合は重複計上。
※

 

全県的な措置を講じている場合でも、学年１学級の場合には４０人標準のままとしているなどの
例外措置を設けている場合もある。
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都道府県 校種 学年 概　　　　　　要

小 2年

中 1年

小 1～3年

中 1年

小 2年 35人以下学級

中 １年 35人以下学級の編制可（市町村教委からの要望）

小 2年

中 1年

小 1～3年

中 1年

1年 学年児童数67人以上、学年2学級以上の学校で18～33人学級(市町村教委からの要望)

2～6年

中 全学年

1・2年 30人以下学級

3～6年 30人程度を基準とした個別の実情に応じた弾力的な学級編制(市町村教委の判断)

1年 30人以下学級

2・3年 30人程度を基準とした個別の実情に応じた弾力的な学級編制(市町村教委の判断)

小 3～4年

中 1年

栃 木 県 中 全学年 35人以下学級

1・2年 30人以下学級

3・4年

中 1年

小 2年 児童生徒の実態を考慮した35人以下学級(市町村教委からの要望)

中 1年 児童生徒の実態を考慮した38人以下学級(市町村教委からの要望)

2年 35人以下学級（市町村教委からの要望）

3～6年 38人以下学級（市町村教委からの要望）

1年 36人以下学級（市町村教委からの要望）

2・3年 38人以下学級（市町村教委からの要望）

小 2年 1学級の平均児童数が39人を超える学年で39人以下学級、Ｔ・Ｔ又は少人数指導を学校長が選択

中 1年 1学級の平均生徒数が38人を超える学年で38人以下学級、Ｔ・Ｔ又は少人数指導を学校長が選択

小 2～6年

中 全学年

1・2年 32人以下学級(前年度の学級数を維持する場合も含む。市町村教委からの要望)

中

小 2年 研究指定校において35人以下学級

中 1年
研究指定校方式による少人数(35人以下)学級又は少人数指導を、市町村教委が校長の意見を聞き
選択

2年 平均児童数が35人を超える場合に35人以下学級又はT・T(学校長が選択)

3・4年

中 1年

小 5・6年 36人以下学級

1年 30人以下学級

2・3年 32人以下学級

1・2年
学年2学級以上で、1学級の平均児童数が30人を超える学校で30人以下学級
(市町村教委からの要望)

3年

中 1年

小 2～6年 35人以下学級

中 1年 35人以下学級(市町村教委及び学校の判断による少人数学習集団編成(英語・数学)との選択制)

小 2年

中 1年

小・中 全学年 市町村の要望に応じた、県とは異なる基準による学級編制

小 5・6年

中 全学年

小

中

児童生徒の実態を考慮した少人数学級(市町村教委からの要望)全学年

研究指定校による35人以下学級(前年度の学級数を維持する場合も対象、市町村教委からの要望)

小

中

小

静 岡 県

小

小

中

東 京 都

千 葉 県

埼 玉 県

群 馬 県

岐 阜 県

山 梨 県

富 山 県

岩 手 県

秋 田 県

福 島 県

茨 城 県

山 形 県

福 井 県

石 川 県

長 野 県

新 潟 県

小

学年2学級以上の学校で30人程度学級

小

神奈川県

学年児童生徒数67人以上、学年2学級以上の学校で21～33人学級(市町村教委からの要望)

児童生徒数35人を超える学級を3学級以上有する学校で35人以下学級

35人以下学級

平均児童生徒数が35人を超える場合に35人以下学級(学校長が選択)

平成２３年度において学級編制の弾力化を実施する都道府県の状況

北 海 道
学年2学級以上で、1学級の平均児童・生徒数が35人を超える学校で35人以下学級
(市町村教委からの要望)

宮 城 県

学年2学級以上の学校で33人以下学級青 森 県

35人以下学級

学年2学級以上で、1学級の平均児童生徒数が35人を超える学校で35人以下学級
(市町村教委からの要望)

35人以下学級

学年2学級以上で、1学級の平均児童生徒数が35人を超える学校で35人以下学級
(1学級の人数の下限を25人に設定）（市町教委からの要望)

1 / 2 ページ
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都道府県 校種 学年 概　　　　　　要

小 2年

中 1年

小・中 全学年 児童生徒の実態を考慮した少人数学級(市町村教委からの要望)

1年 30人以下学級下限25人(学年児童数97人以上が対象)

2年 30人以下学級下限25人(学年児童数73～80人、及び97人以上が対象）

中 1年 35人以下学級下限25人

小・中 全学年 児童生徒の実態を考慮した少人数学級(市町村教委からの要望)

2～3年 35人以下学級

4～6年
児童の実態や教育課題を考慮し、少人数指導またはいずれか1つの学年での35人以下学級を学校長
が選択

中 1年 35人以下学級

小 30人程度の学級編制が可能となる定数を措置

中 35人を超える学級規模の解消が可能となる定数を措置

小 2年 35人以下学級

1学級当たり児童生徒数が35人を超える特定の学年で個別の実情を考慮した少人数学級

(市町村教委からの要望)

兵 庫 県 小 2～4年 研究指定校において35人以下学級(市町教委からの要望)

奈 良 県 小・中 全学年 30人を超える学級で少人数学級編制を研究指定校として実施（市町村教委からの要望）

小 2～6年 研究指定校において学年3学級以上の学校で35人以下学級、学年2学級以下の学校で38人以下学級

中 全学年 研究指定校において35人以下学級

小 1・2年 30人以下学級(市町村教委からの要望)

中 1年 33人以下学級(市町村教委からの要望)

島 根 県 小 1・2年 1学級当たり児童数が31人以上の学校で30人以下学級(市町村教委からの要望)

小 5・6年 学年3学級以上の学校で35人以下学級(市町村教委からの要望)

中 全学年 学年3学級以上の学校で35人以下学級(3・4学級は市町村教委からの要望)

広 島 県 小 2年 学年３学級以上の学校で35人以下学級

小 2～6年

中 全学年

小 2・3年

中 1年

2年 原則35人以下学級（市町教委からの要望による40人以下学級を除く）

3～6年

中 全学年

2年 35人以下学級

3～6年 児童数が概ね各学年100人を超える学校で、必要性を考慮した35人以下学級

中 全学年 生徒数が概ね各学年200人を超える学校で、必要性を考慮した35人以下学級

小 1～4年

中 １年

小 2～6年 1学級当たり児童生徒数が平均で35人を超える学年で研究指定校において少人数学級を実施

中 全学年 (市町村教委からの要望)

小 2年 1学級当たり児童数が平均で35人を超える学年で35人以下学級又はＴ・Ｔを市町教委が選択

中 1年 1学級の生徒数が平均35人を超える場合、35人以下学級又はＴ・Ｔを市町教委が選択

1年 30人以下学級(教室不足等により実施できない場合を除く)

2・6年

中 1年

熊 本 県 小 2年 35人以下学級

小 1・2年

中 1年

小 1・2年 学年児童数が31～35人を除いた学校で30人以下学級

中 1年 35人以下学級

小・中 全学年 児童生徒の実態を考慮した少人数学級(市町村教委からの要望)

小 1・2年 学年児童数が31～35人を除いた学校で30人以下学級

中 1年 生徒数36人以上の学級を2学級以上有する学校のうち研究指定校において35人以下学級

1年 児童の実態を考慮して特に必要があると認められる学校で30人以下学級(下限25人)

2年
児童の実態を考慮して特に必要があると認められる学校で30人以下学級(下限25人)
及び35人以下学級

35人以下学級

小

小

全学年

35人以下学級

2学級以上の学年で、１学級平均35人を超える学校で35人以下学級（市町教委からの要望）

小

全学年

研究指定校において少人数学級を実施
(小1・2は30人以下学級、小3・4は35人以下学級、中1は30人以下学級)

小

沖 縄 県

35人以下学級(教室不足等により実施できない場合を除く)

小

鹿児島県

大 分 県

宮 崎 県

長 崎 県
小

30人以下学級（小1は18人下限、小2・中1は20人下限）

和歌山県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

佐 賀 県

鳥 取 県

岡 山 県

福 岡 県

山 口 県

徳 島 県

大 阪 府

京 都 府

小・中

滋 賀 県

三 重 県

愛 知 県
研究指定校において35人以下学級

2 / 2 ページ
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平成２３年５月１日現在

都道府県名 内　　　　　　　　容

青 森 小３（３３人学級）を拡充

秋 田 小３（３０人学級）を拡充

山 形 中３（３３人学級）を拡充

群 馬 中１（３５人学級）を拡充

千 葉 小２を３６人学級から３５人学級に拡充

東 京 小２（３９人学級）、中１（３８人学級）を拡充

石 川 小３・４（３５人学級）を可能とするよう拡充

福 井 中２・３を３３人学級から３２人学級に拡充

山 梨 小３（３５人学級）を拡充

長 野 中１（３５人学級）を拡充

岐 阜 中１（３５人学級）を拡充

静 岡 小５（３５人学級）を拡充

京 都 中１～３で３５人以下学級を可能とするよう拡充

山 口 小５・６（３５人学級）を拡充

徳 島 小３（３５人学級）を拡充

香 川 小２～５（３５人学級）を拡充

愛 媛 小２（３５人学級）を拡充

福 岡 中２・３（３５人学級）を可能とするよう拡充

平成２３年度の少人数学級等の拡充状況

拡充は１８都府県
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少人数学級導入の状況
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 ２２年度

1 北海道 ○

2 青 森 ○

3 岩 手 ○

4 宮 城 ○

5 秋 田 ○

6 山 形 ○

7 福 島 ○

8 茨 城 ○

9 栃 木 ○

10 群 馬 ○

11 埼 玉 ○

12 千 葉 ○

13 東 京 ○

14 神奈川 ○

15 新 潟 ○

16 富 山 ○

17 石 川 ○

18 福 井 ○

19 山 梨 ○

20 長 野 ○

21 岐 阜 ○

22 静 岡 ○

23 愛 知 ○

24 三 重 ○

25 滋 賀 ○

26 京 都 ○

27 大 阪 ○

28 兵 庫 ○

29 奈 良 ○ ○

30 和歌山 ○

31 鳥 取 ○

32 島 根 ○

33 岡 山 ○

34 広 島 ○

35 山 口 ○

36 徳 島 ○

37 香 川 ○

38 愛 媛 ○

39 高 知 ○

40 福 岡 ○

41 佐 賀 ○

42 長 崎 ○

43 熊 本 ○

44 大 分 ○

45 宮 崎 ○

46 鹿児島 ○

47 沖 縄 ○

10県 12県 9県 12県 3県 1県 1県

10県 22県 30県 42県 45県 46県 47県実施県数
導入県数

※　奈良県は、１４年度に一部の学校で実施していたが、１５年度は未実施となっている。そのため、１５
　年度の実施県数は、前年度実施県数に対して、９県増、１県減の計３０県となっている。
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京 都 式 少 人 数 教 育 に つ い て
－ 市 町 村 主 体 の 教 員 定 数 の 配 置 －

京都府教育委員会

京都式少人数教育

30人程度学級が可能な定数配置

30人程度学級とは？ 従 来 は

国の加配を活用するとともに、平成20 公立小中学校における１学級の定数は、
年度から、京都府の独自措置として教員 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教
配置の拡充を行い、小学校において30人 職員定数の標準に関する法律」（以下、「標
程度（30～35人）の学級編制が可能とな 準法」という。）で40人と定められてい
る教員を配置 ＜平成22年度 完成＞ る。

市町村が手法を選択

選択できるとは？ 従 来 は

各市町村教育委員会は、府教委から配 指導方法工夫改善の加配として、各市
当された定数を活用し、学校の実態や児 町村教育委員会の意向を踏まえ、少人数
童生徒の状況に応じて、少人数授業、テ 授業、ティームティーチングの手法を指
ィームティーチング、少人数学級の３手 定し配当していた。
法から選択して少人数教育を展開できる。

京都独自の定数配当

市町村に一括配当

一括して配当とは？ 従 来 は

平成20年度から教員定数の配当を学校 年度当初に、教職員定数を各学校ごと
ごとから市町村ごとに変更し、市町村に に配当して学校運営を行っていた。
一括して総定数を配当
（ただし、生徒支援加配等一部除く）

市町村が自由裁量で活用

自由に活用とは？ 従 来 は

市町村は、一括して配当された教員を 各学校ごとに教員定数が決まっており、
市町（組合）教育委員会の自由裁量によ 市町村に教員配置の裁量は一切なかった。
り所管する学校に配置することができる。

導入の成果

市町村教育委員会は、子どもや地域・学校の状況を踏まえ、主体的かつ弾力的な
教員配置を可能とし、学校の実情に応じた少人数教育の手法を選択することで、学
年の特性や児童生徒の発達段階に即した指導方法・体制が整備できる。
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資 料

京都式少人数教育

■ 30人程度の学級編制が可能となる教員を配置
小学３年から小学６年で30人程度（30～35人）の学級編制が可能となる教員を配置

■ 市町村が手法を選択
各市町村教育委員会は、配当された定数を活用し学校の実態や児童生徒の状況に応

じて、少人数授業、ティームティーチング、少人数学級から選択して実施できる。

京都独自の定数配当

■ 市町村に一括配当
平成20年度から基準配当及び加配（指導方法の工夫改善）の配当を学校毎から市町

村毎の配当に変更し市町村に一括して定数を配当している。

■ 市町村が自由裁量で活用
市町村教育委員会は、府教育委員会から配当された教員を市町村の裁量により所管

する学校に配置できる。

　総定数の　　　　　範囲内で

～平成19年度

教 員  定  数

市町村ごとの
総定数

京
都
府

配当

基準 配当 加 配 （指導 方 法工 夫改 善 ） 加 配 （生 徒支 援 加配 等）

平成20年度～

Ａ学校の定数

Ｂ学校の定数

Ｃ学校の定数

※ 学校 ごとに配 当

※ 市町 村ごとに配当

市町村ごとの
総定数

京
都
府

配当

市町村の裁量で所管学校に教員を配置

Ａ学校の定数

Ｂ学校の定数

Ｃ学校の定数

Ａ学校の定数

Ｂ学校の定数

Ｃ学校の定数

Ａ学校の定数

Ｂ学校の定数

Ｃ学校の定数

市 町 村 教 育 委 員 会

少人数授業

児 童 生 徒 を 習 熟 度 別 ・ 課 題
別 な ど で 分 け て 20人 程 度 の
グ ル ー プ で 指 導

手法を選択

ティームティーチング

 １ 学 級 に ２ 人 の 教 員 が
 入 り 、 連 携 し て 授 業 を
 展 開

少人数学級

40人 未 満 の 人 数 で 学 級
を 編 制

１学級 ２学級 ３学級 ４学級 ５学級 ６学級

１～40 41～80 81～120 121～160 161～200 201～240

１～35 36～68 69～96 97～124 125～150 151～180

１学級当たりの児童数 １～35 18～34 23～32 24～31 25～30 25～30

編制　　　　　     学級数

40人学級

30人程度学級
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配置人数 配置学校数 配置人数 配置学校数 配置人数 配置学校数 配置人数 配置学校数

1 北海道 稚内市 8 4 1 1 27 大阪府 大阪市 97 97 70 66

1 北海道 三笠市 3 2 27 大阪府 吹田市 2 2 2 2

1 北海道 滝川市 3 3 27 大阪府 枚方市 1 1

1 北海道 ニセコ町 2 1 27 大阪府 堺市 1 1 11 10

1 北海道 余市町 1 1 28 兵庫県 宍粟市 1 1

1 北海道 奈井江町 1 1 28 兵庫県 神戸市 1 1 8 7

1 北海道 沼田町 1 1 29 奈良県 奈良市 57 28 6 5

1 北海道 上川町 1 1 29 奈良県 生駒市 11 10

1 北海道 津別町 2 1 30 和歌山県 印南町 1 1

1 北海道 鹿追町 2 1 31 鳥取県 琴浦町 1 1

2 青森県 東通村 11 1 7 1 32 島根県 西ノ島町 1 1

2 青森県 六ヶ所村 2 2 34 広島県 広島市 2 1

8 茨城県 鹿嶋市 9 5 34 広島県 尾道市 1 1

8 茨城県 神栖市 3 3 34 広島県 大竹市 2 2

8 茨城県 東海村 3 3 34 広島県 江田島市 2 2 2 1

11 埼玉県 行田市 7 5 13 6 34 広島県 福山市 1 1

11 埼玉県 北本市 5 3 34 広島県 庄原市 1 1

12 千葉県 市原市 1 1 34 広島県 東広島市 2 1

13 東京都 品川区 3 3 5 5 35 山口県 山口市 1 1

13 東京都 杉並区 95 43 40 福岡県 福岡市 40 40

14 神奈川県 横須賀市 5 5 40 福岡県 大牟田市 1 1

20 長野県 長野市 1 1 40 福岡県 飯塚市 11 8

20 長野県 松本市 1 1 40 福岡県 田川市 3 3

20 長野県 川上村 2 2 40 福岡県 小郡市 1 1

20 長野県 富士見町 1 1 40 福岡県 うきは市 2 2

20 長野県 王滝村 1 1 40 福岡県 芦屋町 2 2

20 長野県 小海町 2 1 40 福岡県 水巻町 4 3

20 長野県 原村 1 1 40 福岡県 筑前町 2 2

20 長野県 南木曽町 1 1 40 福岡県 大刀洗町 1 1

20 長野県 小布施町 1 1 40 福岡県 香春町 1 1 1 1

22 静岡県 磐田市 30 17 1 1 40 福岡県 福智町 7 3 6 3

22 静岡県 南伊豆町 2 1 40 福岡県 苅田町 14 5 10 2

23 愛知県 名古屋市 1 1 40 福岡県 みやこ町 2 1

23 愛知県 豊田市 31 26 2 2 41 佐賀県 唐津市 1 1

23 愛知県 安城市 10 9 43 熊本県 熊本市 50 40 33 22

23 愛知県 蒲郡市 5 3 43 熊本県 小国町 1 1

23 愛知県 犬山市 8 5 43 熊本県 高森町 1 1

23 愛知県 知立市 2 2 45 宮崎県 日南市 1 1

25 滋賀県 守山市 3 3 47 沖縄県 南城市 1 1

26 京都府 京都市 70 58 80 44 47 沖縄県 今帰仁村 1 1

26 京都府 京丹波町 1 1 47 沖縄県 嘉手納町 1 1

47 沖縄県 与那原町 3 1

650 477 287 203

83市町村 66市町村 34市町村

（平成２２年度学校基本調査）

市町村名
小学校 中学校

市町村費負担教職員配置自治体一覧【平成２２年度】

市町村数

都道府県 市町村名
小学校 中学校

合計

都道府県
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